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Conformity has been studied in social and evolutionary psychology for over half a century. 
These studies have led to the development of a number of theories that explain why 
conformity occurs. One such study, which has received particular attention in educational and 
developmental psychology, claims that conformity occurs because of adjustment. This study 
explains why adolescents conform to their peers more than to adults. However, the results of 
studies examining the relationship between conformity and adjustment have been inconsistent, 
and the validity of the theory has not been empirically demonstrated. The relationship between 
conformity and adjustment has been one of the sources of evidence for clinical interventions 
for problem behaviors, such as risk-taking, bullying, and sexual deviance in adolescents. 
Nevertheless, the validity of those interventions is questionable because the theory has not 
been proven. In order to solve this problem, it is necessary to examine and demonstrate the 
relationship between conformity and adjustment from a new perspective. This process is the 
first step in providing more valid and accurate clinical support for adjustment. In this paper, 
we examine in detail what perspectives should be considered in future conformity research. 
 














結果, 多数派のサクラ達が誤った回答をした場合, 真の実験参加者の約 4 分の 1 が少なくとも 1 試
行で多数派の誤った回答に同調することが示された(cf. Smith & Haslam, 2017; 湯川・吉田, 2012)。 
もう一つ, Milgram (1965)による初期の同調研究がある。この実験は, サクラと一般から公募した





電気ショックを与え続けた者は, 条件によって異なるが, 最低でも 3 割, 最高で 6 割に達した。この
結果は, 「実験という状況で実験者の指示であるから科学的」と考え, 人が科学という権威に服従
し, 同調したことを示している(cf. 湯川・吉田, 2012)。 








イドと結びつけられた(cf. Smith & Haslam, 2017; 湯川・吉田, 2012)。以降の心理学において同調行動
は, 例えば人々がプロパガンダに従うことや, 青少年のリスク行動(Foulkes & Blakemore, 2016)やい
じめ(中村・越川, 2014), 性的逸脱行動(上野他, 1996)といった問題行動や, 性的マイノリティの精神
的不健康(e.g. Hamilton et al., 2009; Wong et al., 2016)など, 様々な行動の基底にあると論じられてい
る。また, こうした同調や服従の心理は, 会議で違和感を感じても発言せずに事態が進行してしま
うことや, 組織的な不正の隠蔽など, 現代的諸問題とも密接な関りを持っている(湯川・吉田, 2012)。
このため, 以降多くの心理学者が「なぜ同調行動が起こるのか」についての説明を試みてきた。そ
の中で, とりわけ Asch (1951)の研究結果が大きな注目を集めたのは, 人々がおとなしい羊のように








制力(岡村, 1987)」である集団圧力(group pressure)が存在すると考えられている。 
Sherif (1935)は, Asch (1951)以前に自動運動を用いて集団規範がどのように形成されるのかを検討
した。自動運動とは, 暗室中で静止した光点を凝視していると, 物理的運動は生起していないにも
かかわらず, 光点の運動が知覚される現象のことである(高橋, 2003)。この実験では, 暗所にて実験
参加者達に「どの程度光点が動いているか」を問い, その移動距離の予測値が集団の中で収束して




ような非常に曖昧で, かつ重要性の低い問題に対してであっても, 集団規範は形成されるのである。 
こうした集団規範の形成や規制力の背景には, 社会的証明(social proof：Cialdini, 1988)があるとさ
れている。例えば, 人は駐輪禁止エリアに自転車が一台も置かれていなければ, そのエリアに駐輪









とする立場もある。例えば, Deutsch & Gerard (1955)は社会的影響を「規範的影響」と「情報的影響」









2012)。このため, 異端となることへの恐れが, 正しくありたいとする動機づけよりも, 明らかに誤
っている多数派に同調しようとする動機づけを優先するよう, 人々を導いていると考えられている











一方で情報的影響は, 他者からより正確な情報を得ようという動機(Deutsch & Gerard, 1955; 横
田・中西, 2011)のことであり, 正しくありたいという動機(北村・大坪, 2012)であるともいえる。こ






(cf. Cialdini & Goldstein, 2004; 横田・中西 2011)。これは, 直面している問題によっては, 実際には情
報的影響を受けていても, 規範的影響を受けているように見える場合があるためだと考えられる。 
Deutsch & Gerard (1955)曰く, 規範的影響は集団において強く見られるが, 匿名状況のような自ら
の判断が他者に知られない状況では影響力が低下するという。しかし, 匿名状況のような規範的影
響を受けにくい状況においても, 他者から情報的影響は受ける。実際, 125 の同調行動研究のメタ分
析の結果, 多数派と対面している状態で公的応答を行う条件では規範的影響を, 多数派と対面して
いない状態で私的応答を行う条件では情報的影響を受けやすいことが示されている(Bond, 2005)。 
Deutsch & Gerard (1955)が唱えた規範的・情報的影響による社会的影響や同調行動の弁別は, その
後様々な研究で踏襲され, 一定程度認められている(cf. Bond, 2005)。一方で近年, Asch (1955)の実験
において, 規範的影響によるとも情報的影響によるともいえない同調行動の動機が確認されていた
にも関わらず, Deutsch & Gerard (1955)以降それが無視されてきたという問題が指摘されている
(Smith & Haslam, 2017)。さらに, Deutsch & Gerard (1955)以降, 単純には規範的・情報的影響のどちら
によるとも断定しがたい同調行動の存在が多数示されている(e.g., 石本他, 2009; 葛西・松本, 2010; 









いことが指摘されており(e.g. Baumeister & Leary, 1995; Cacioppo et al., 2003; 北村・大坪, 2012), 人間
にとって集団に適応することが非常に重要な課題であることは明白である。適応は, 精神的健康と
の関連が指摘されているように, 人間の心理的安定や精神的健康の高さといった心の健康と非常に




り, 同調行動により環境, 集団や他者への適応が促され, その結果として個々人が適応感を有する。 
言いかえれば, 心理的安定や精神的健康の高さを獲得できると考えられる。実際, 同調行動と適応
の関係を指摘・検討している研究や文献は以前から一定数存在している(e.g. Foulkes & Blakemore, 
2016; 北村・大坪, 2012; 戸川, 1971; 上野他, 1994)。こうした立場では, 同調行動は, それぞれの行
動が異なった理由や動機を持って行われており, その理由に対応した適応上の問題を解決するため
に行わると考えられている(cf. 北村・大坪, 2012; 横田・中西, 2011)。そして, その問題が解決され
ることによって, 心理的安定や精神的健康が高まるのである。このため, 多くの先行研究で学校適
応感を心理的安定, もしくは精神的健康の指標として測定し, 同調行動との関連を検討したり, 直
接的に精神的健康と同調行動の関連が検討されていたりする(e.g. Hamilton et al., 2009; 石本他, 
2009; 葛西・松本, 2010; 黒沢他, 2002; 櫻庭他, 2001; 櫻井他, 2005; 上野他, 1994; Wong et al., 2016)。 
そもそも, 生きるということが自己の維持, 保存ということに強く連結しているならば, 他者の
手を借り, また集団の力の助力を得ながら生きること, そのためにも他者との相互作用を展開して
くことは大切な課題となり, 逆に集団から排除されることは死にも等しい辛い体験となる(北村・大




























そして, その実証的検証は, 近年, 教育心理学や発達心理学における学校現場や子ども, 青年の発
達などに関連した分野でなされている(e.g. Foulkes & Blakemore, 2016; 葛西・松本, 2010; 中村・越川, 
2014)。これは, とりわけ思春期・青年期が社会的影響に対して非常敏感な時期であり(Foulkes & 
Blakemore, 2016), 集団への適応が学校場面や青少年の発達において, 不登校や問題行動, ストレス
といった重要な問題と関わっているからである(e.g. 五十嵐・萩原, 2009; 石津・安保, 2008; 大久保, 
2005)。特に, 不適応の表れである不登校や過剰なストレスは青少年の自殺リスク要因であることが
知られており(e.g., Brière et al., 2015; Dixon et al., 1991; Fergusson & Lynskeym, 1995), 成人においても
職場などの集団場面での適応が心身に大きく影響していると考えられる。こうした問題に適切な支
援や介入を行うためには, 社会的影響, その代表例である同調行動と適応の関係を明確にするため








関連を示している(e.g. Hamilton et al., 2009; 葛西・松本, 2010; 黒沢他, 2002; Wong et al., 2016)。この








と考えられる(cf. 北村・大坪, 2012; 横田・中西, 2011)。しかし, 情報的影響と関連すると考えられ
る流行同調が高いほど, 学校適応感が低いことが示唆されている(櫻庭他, 2001)。櫻庭他(2001)曰く, 
流行同調は集団への同調性を表す概念であり,「流行のものは買うようにしている」「流行について
の記事や話に関心がある」といった項目が含まれる。こうした項目は, 他者からより正確な情報を
得ようという動機(Deutsch & Gerard, 1955; 横田・中西, 2011)である情報的影響と関連すると考えら
れる。しかし, 情報的影響と適応の関係については研究がほとんどなく, その関連について判断す
るには情報不足である。海外では, 情報的影響は主に経済活動や商業に関する分野で扱われており




















るものに変更したのである(cf. Smith & Haslam, 2017)。 
そして三つ目は, これまでの研究では積極的に扱われなかった動機である。Asch(1955)の実験にお
いて, 何人かは「研究の結果を台無しにしたくなかった」と述べ, 船を座礁させないように多数派






























り, 表面的には同意しながらも, 私的意見は変容せず, 消極的な選択として同調しているのである。
また, 情報的影響は「より正しい, 妥当な反応」を探索しているプロセスであり, 同調者は積極的で








を行うことができない。そして, 第三の動機については, 前節の議論通り, 適応との正の関連が予測





り, 規範や動機, 適応などの観点からその疑問への説明が行われてきた。近年では, そこから発展し, 
社会的影響, その代表例である同調行動がいかに適応に影響するのか, 実証的検討が始まっている。
しかし, これらの研究には大きく 2 つの問題点がある。1 つ目の問題は, Deutsch & Gerard (1955)以降, 
同調行動の起源を規範的・情報的影響という 2 つの動機に限定してしまったために, これまでの研
究に構造的側面の証拠に関する問題がある可能性が高い点である。そして 2 つ目は, これまでに同
調行動と適応の関連を検討してきた研究の結果が,「同調行動により環境, 集団や他者への適応が促
され, その結果として個々人が適応感を有する」という理論と一貫していない点である。 
1 つ目の問題点は学術的な側面での問題であるが, 特にこの問題の上に立つ 2 つ目の問題は実践
的・臨床的な問題でもある。現在, 青少年のリスク行動やいじめ, 性的逸脱行動といった問題や, マ
イノリティの精神的不健康が非常に大きな問題として注目されており, 様々な臨床的介入や研究が
行われている。こうした問題は, 同調行動と強く関わっており(e.g. Foulkes & Blakemore, 2016; 
Hamilton et al., 2009; 中村・越川, 2014; 上野他, 1996: Wong et al., 2016), 同調行動と適応の研究はこ
うした問題へ介入するための evidence の一つとなっている(e.g. 今川・三島, 2011; 熊谷・橋本, 2017; 
大対他, 2007; 鈴木・加藤, 2016)。例えば大対他(2007)を見てみると, 不適応への介入の際, 社会的ス
キルや社会的行動がいかに注目されているかがよくわかる。つまり, 不適応への介入の際には, 多
くの場合, 個人が集団に対しどのような反応を示しているのかが問題となるのである。しかし現状
は, こうした介入の evidence となっている先行研究の結果が理論と一致せず, 既存の尺度や想定さ
れている因子たちでは, 理論的な背景で想定されている適応との関連を説明できない状態にある。
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